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生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、子育てや介護と仕事との両立、副業・兼業の実現、障がい

者が活躍しやすい職場づくり等、多様な働き方を積極的に取り入れ推進する事

業者を市内に誘致することで、市民の職住近接や従業員のワークライフバラン

スを実現することを目的とする。本目的を実現し、モデルとなり得るサテライ

トオフィス等を新設する者に対して予算の範囲内で生駒市サテライトオフィ

ス等開設支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、

生駒市補助金等交付規則（平成２０年１０月生駒市規則第１９号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。  

 (1) 事業者  会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会

社をいう。  

(2) サテライトオフィス等  事業者が専ら自らの事業に係る事務処理業務等

を行うために設置する事業所又は本社をいう。  

(3) 新設  新たにサテライトオフィス等を生駒市内に開設することをいう。  

(4) 従業員  雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定

する被保険者をいう。  

 （補助対象者）  

第３条  この要綱において補助金の交付を受けることができる者は、次の各号に

掲げる要件に該当する者とする。  

(1) 多様な働き方を積極的に取り入れ推進する事業者であり、柔軟な制度の

設計及び労働条件・環境の整備を行い、本市における多様な働き方の実現モ

デルとなり得る者  

(2) 生駒市内に本社又は支店等名称の如何を問わず現に稼働中の事業所機能

を有しておらず、市内に新たにサテライトオフィス等を設置する者  

(3) 生駒市外において事業を行い、１人以上の従業員を雇用している者  

(4) 新設するサテライトオフィス等に、生駒市内に現住所を有する従業員又

は雇用保険の加入要件を満たさない短時間のパート若しくはアルバイト等
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を１人以上配置する者  

(5) 生駒市での仕事や暮らしぶりをホームぺージやＳＮＳ等で定期的に情報

発信する者  

(6) 新設するサテライトオフィス等を転貸借しない者  

(7) 従業員が第５条に規定する補助金の交付申請日以前から入居している生

駒市内の住居、オフィス等を新設するサテライトオフィス等としない者  

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては補助

金を交付しない。  

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）に基づく営業の許可又は届出を要する事業を行う者  

(2) 生駒市暴力団排除条例（平成２３年３月生駒市条例第２９号）第２条第

１号に規定する暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員  

(3) 宗教活動又は政治活動を目的とする事業を行う者  

(4) 市税等を滞納している者  

(5) その他市長が不適当と認める事業を行う者   

（補助金の額及び補助対象経費）  

第４条  補助金の額及び補助対象経費等は別表のとおりとし、消費税及び地方消

費税に相当する額を除いた額とする。  

２  前項の規定に関わらず、国又は県からこの要綱と同一の趣旨の補助金等を受

けた場合又は受ける予定がある場合は、補助対象経費から当該補助金等の額を

控除するものとする。  

３  補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てる。）とし、補助金の額の上限について

は、別表のとおりとする。  

（補助対象期間）  

第５条  補助対象期間は、この要綱の施行日以降で、交付の決定を受けた日の属

する月から令和７年３月３１日までの期間とする。ただし、令和７年４月１日

以降の賃借契約を締結していない場合は交付対象としない。  

（交付の申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者（次条において「申請者」という｡)は、

当該サテライトオフィス等の開設準備等に着手する日までに、生駒市サテライ
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トオフィス等開設支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類

を添えて、令和６年６月１７日から令和６年１２月２７日までの間に市長に提

出しなければならない。  

(1) 事業計画書（様式第２号）  

(2) 収支予算書（様式第３号）  

(3) 履歴事項全部証明書  

(4) 定款又は規約  

(5) １人以上の従業員を雇用していることが確認できる書類（事業所別被保険者

台帳の写し等）  

(6) 事業計画書に記載の制度や利用者実績が確認できる書類（就業規則、人事規

定等）  

(7) サテライトオフィス等の開設等の費用に係る見積書  

(8) 新設するサテライトオフィス等の賃貸借契約書又は仮契約書の写し  

(9) 新設するサテライトオフィス等の立地図、平面図、周辺地図、外観・内観

写真  

(10)  その他市長が必要と認める書類  

（交付の決定）  

第７条  市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の

内容を審査し、適当と認めるときは補助金の交付を決定した旨を生駒市サテラ

イトオフィス等開設支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により当該

申請者に通知するものとする。  

（変更の申請等）  

第８条  前条の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という｡ )は、補

助金の交付決定額、補助事業の内容又は補助対象経費の配分の変更を必要とす

るときは、あらかじめ生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金交付決

定変更申請書（様式第５号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出し

なければならない。  

２  市長は、前項の規定による申請に対する交付の決定については、前条の規定

を準用する。  

（申請の取り下げ）  

第９条  補助事業者は、交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、
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補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日の翌日

から起算して１４日以内にその旨を記載した書面を市長に提出しなければな

らない。  

（交付決定の取消し等）  

第１０条  市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

その交付決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命

ずることができる。  

(1) 偽りその他不正な手段により､補助金の交付の決定又は交付を受けたと

き。  

(2) 補助金の交付を受けた日から６か月を経過する日までに、正当な理由な

く新設したサテライトオフィス等を移設し、縮小し、休止し、又は廃止した

とき。  

(3) 前２号に定めるもののほか、補助金を交付することが不適当であると市

長が認めるとき。  

（実績報告）  

第１１条  補助事業者が補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」とい

う。）を完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日又は令和７

年３月３１日のいずれか早い日までに、生駒市サテライトオフィス等開設支援

事業補助金実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。  

(1) 収支決算書（様式第７号）  

(2) サテライトオフィス等開設等の費用に係る証憑書類の写し  

(3) 家賃受け取りに関する証書又は家賃の領収書の写し  

(4) 国や県等から同様の事由により助成金を受けた場合は、その額がわかる書

類  

(5) 新設したサテライトオフィス等の現況写真  

(6) 情報を発信したこと及びその内容がわかる書類  

(7) 新設したサテライトオフィス等の名簿（申請時から変更がある場合のみ） 

(8) その他市長が必要と認める書類  

（額の確定）  

第１２条  市長は、前条の規定による報告を受けたときは、報告書等の書類の審
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査及び必要に応じて行う現地調査により補助金の額を確定し、生駒市サテライ

トオフィス等開設支援事業補助金額確定通知書（様式第８号）により補助事業

者に通知するものとする。  

（補助金の請求及び交付）  

第１３条  補助事業者は、前条の規定により通知を受けた補助金の交付を受けよ

うとするときは、生駒市サテライトオフィス等開設支援事業補助金交付請求書

（様式第９号）を市長に提出しなければならない。  

２  市長は、補助事業者から前項の規定に基づく請求を受けたときは、補助金を

交付するものとする。  

（財産の管理等）  

第１４条  補助金の交付決定を受けた補助事業者は、補助事業により取得し、又

は増加した財産（以下「取得財産等」という。）について、取得財産等管理台

帳（様式第１０号）を備え、補助事業完了後においても、善良な管理者の注意

をもって管理し、補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければ

ならない。  

（財産の処分の制限）  

第１５条  取得財産等のうち処分を制限するものとして市長が定めるものは、取

得価格又は効用の増加価格が単価１０万円以上のものとする。  

２  財産の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令１５号）に定めるところによる。  

３  補助金の交付決定を受けた補助事業者は、前項の規定により定められた期間

内に、処分を制限された取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ取

得財産の処分申請書（様式第１１号）を市長に提出し、その承認をうけなけれ

ばならない。  

（施行の細目）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和５年８月１日から施行する。  

（この要綱の失効）  

２  この要綱は、令和７年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、第１０条、



 6 

第１４条及び第１５条の規定については、この要綱の失効後もなおその効力を

有する。  

   附  則  

 この要綱は、令和５年９月１９日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、令和５年１０月３１日から施行する。  

  附  則  

  この要綱は、令和６年５月３１日から施行する。   
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別表（第４条関係）  

 区分  補助対象経費  補助限度額  補助率  

開
設
等
に
係
る
経
費 

ア  施設整備経

費  

内装工事費その他サテライトオ

フィス等の開設に要する経費並

びに通信機器の敷設に要する経

費、空調、セキュリティー関連機

器の整備費等（ただし、サテライ

トオフィス等の新設に対し 1 回

に限り交付する。）  

１００万円  

（ただし、オ  

賃借料につい

ては１０万円

／月を限度額

とする。）  

 

１／２  

イ  設備投資費  サテライトオフィス等における

事業の用に供する機械及び装置

（車両を除く。）の取得に係る経

費  

ウ  什器・機器

導入費  

働く環境又は機能を有する上で

必要と認められる什器・機器（取

得単価が１，０００円未満または

５０万円以上のものは除く。）の

取得に係る経費  

例）机、椅子、キャビネット、パ

ソコン、複合機、プロジェクター、

スクリーン、冷蔵庫、電子レンジ  

エ  求人活動費  職業紹介事業者の運営する人材

情報サイト、雑誌、新聞等に求人

広告を掲載するために要する経

費、職業紹介事業者に人材紹介を

依頼して雇用関係を成立させる

ために要する経費、求職者情報提

供（人材データベース等）サービ

スの利用に要する経費等  

運
営
に
係
る
経
費 

オ  賃借料  補助対象期間にかかるサテライ

トオフィス等の賃借料（共益費含

む）のうち、令和７年３月３１日

までに支払が完了したもの。ただ

し、敷金、権利金及び水光熱費そ

の他これらに類する経費並びに

サテライトオフィス等以外の目

的で使用する併設された施設に

要する経費を除く｡ 

 


